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第２ 【事業の状況】 

以下の「１ 業績等の概要」、「２ 生産、受注及び販売の状況」および「７ 財政状態及び経

営成績の分析」は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等（1）連結財務諸表」に記載している

当連結会計年度の連結財務諸表（米国会計基準）および「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等

（2）その他」に記載している前連結会計年度の米国基準連結財務情報（監査対象外）に基づいて

記載している。 

（注）対前期比は、前連結会計年度の数値を米国会計基準の数値に置き換えて算定している。 

 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度（以下、当期という。）の日本経済は、依然として雇用情勢に厳しさが見られ

るものの、設備投資と輸出に支えられ、個人消費にも持ち直しの動きがみられるなど、景気回復

の兆しが見え始めた。また、海外においては、欧州、特にユーロ圏で景気の低迷が続いたものの、

米国やアジアを中心に、総じて景気回復の動きが広まってきた。このような経済環境のもと、当

企業集団は、先進技術を結集し、世界中のお客様に一層ご満足いただけるよう、魅力あふれる商

品づくりに全力で取り組んできた。 

当期中には、７人乗りの新コンパクトミニバン「シエンタ」を投入するとともに、ユニバーサ

ルデザインを取り入れた次世代ビークル「ラウム」、日本の高級車をリードする伝統のブランド

「クラウン」のフルモデルチェンジを実施した。また、平成９年に、世界初の量産ハイブリッド

乗用車として発売した「プリウス」を、エコとパワーを同時に進化させる「ハイブリッド・シナ

ジー・ドライブ」をコンセプトに一新した。 

当期の日本の自動車販売台数については、市場環境がめまぐるしく変化する中、お客様の価値

観に的確に対応した新商品の積極的な販売や全国販売店の懸命な努力により、２３０万３千台と

前期に比べて８万６千台(３.８％)増加し、軽自動車を除くトヨタ車の販売シェアは４２.９％と、

６年連続で販売シェア４０％を超えることができた。なお、軽自動車を含む販売シェアは３９.

６％となった。また、海外においても、各地域に応じた商品ラインアップの充実などにより、す

べての地域で販売台数を伸ばした結果、４４１万６千台と前期に比べて５２万台（１３.４％）の

増加となった。この結果、日本、海外を合わせた総販売台数は、６７１万９千台と、前期に比べ

て６０万６千台（９.９％）増加し、過去最高を更新した。 

当期の業績については、売上高は１７兆２,９４７億円と、前期に比べて１兆７,９３２億円

（１１.６％）の増収となり、営業利益は１兆６,６６８億円と、前期に比べて３,９５２億円（３

１.１％）の増益となった。営業利益の増減要因については、増益要因として、営業面の努力が３,

２００億円、原価改善の努力が２,３００億円、厚生年金基金代行部分返上益の影響が１,０７０

億円と合計６,５７０億円あった。一方、減益要因としては、為替変動の影響が１,４００億円、

労務費および経費の増加ほかで１,２１８億円あった。また、税金等調整前当期純利益は１兆７,

６５７億円と前期に比べて５,３９１億円（４４.０％）の増益、当期純利益は、１兆１,６２０億

円と、前期に比べて４,１１１億円（５４.８％）の増益となった。 
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なお、売上高、営業利益、税金等調整前当期純利益、当期純利益ともに過去最高となっている。 

上記の厚生年金基金の代行部分返上に関して、当社および一部の国内関係会社は、将来分支給

義務免除の申請を行い、厚生労働大臣の認可を受けた。さらに過去分の返上に関する認可を申請

し、認可が行われた後、当期において最低責任準備金に相当する年金資産を国に返還した。米国

会計基準に基づき、返還に関連して生じる損益を、年金資産の返還時に一括して認識した。 

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①自動車事業 

売上高は１５兆９,７３８億円と、前期に比べて１兆６,６２３億円（１１.６％）の増収となり、

営業利益は１兆５,１９０億円と、前期に比べて２,７２１億円（２１.８％）の増益となった。営

業利益の増益は、労務費および経費などが増加したものの、子会社も含めた原価改善の努力や、

販売台数の増加および厚生年金基金代行部分返上益の影響などによるものである。 

 

②金融事業 

売上高は７,３６９億円と、前期に比べて１２０億円（１.６％）の増収となり、営業利益は１,

４６０億円と、前期に比べて１,１５７億円（３８１.４％）の増益となった。営業利益の増益は、

融資残高の増加などにより業績が好調に推移したことや、米国の販売金融子会社による米国財務

会計基準書第１３３号および第１３８号の適用に伴い金利スワップ取引などの評価益を計上した

ことなどによるものである。 

なお、当期の時価評価による当該評価益は１９３億円と、前年同期に比べて５９５億円の増益

要因となった。 

 

③その他の事業 

売上高は８,９６２億円と、前期に比べて１,０１０億円（１２.７％）の増収となり、営業利益

は１５２億円と、前期に比べて１０７億円（２３６.７％）の増益となった。営業利益の増益は、

住宅事業の生産および販売が好調であったことなどによるものである。 

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりである。 

①日本 

売上高は１１兆５,９００億円と、前期に比べて７,４４４億円（６.９％）の増収となり、営業

利益は１兆１,０８１億円と、前期に比べて１,６３８億円（１７.４％）の増益となった。営業利

益の増益は、子会社も含めた原価改善の努力や、生産および販売台数が増加したことおよび厚生

年金基金代行部分返上益の影響などによるものである。 

 

②北米 

売上高は６兆１,２７６億円と、前期に比べて９１２億円（１.５％）の減収となったが、営業

利益は３,９１０億円と、前期に比べて１,１１０億円（３９.６％）の増益となった。営業利益の

増益は、現地製造事業体による原価改善の努力に加え、生産ならびに販売台数が増加したことや、

販売金融子会社による金利スワップ取引などの時価評価に伴う評価益を計上したことなどによる

ものである。 
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③欧州 

売上高は２兆１,６４３億円と、前期に比べて５,６４５億円（３５.３％）の増収となり、営業

利益は７２５億円と、前期に比べて６４２億円（７７２.７％）の増益となった。営業利益の増益

は現地製造事業体による原価改善の努力に加え、英国などの生産台数が増加したことや、現地に

おける販売が好調に推移したことなどによるものである。 

 

④その他の地域 

売上高は２兆３,６１９億円と、前期に比べて８,１５１億円（５２.７％）の増収となり、営業

利益は９６９億円と、前期に比べて５１３億円（１１２.４％）の増益となった。営業利益の増益

は、アジアなどの生産および販売台数が増加したことおよび原価改善の努力などによるものであ

る。 

 

(2) キャッシュ・フロー 

当期のキャッシュ・フローの状況については、営業活動からのキャッシュ・フローは、当期純

利益が１兆１,６２０億円となったことなどから、差引２兆２,８３０億円の資金の増加となり、

前期が２兆８５０億円の増加であったことに比べて、１,９８０億円の増加となった。また、投資

活動からのキャッシュ・フローは、金融債権の増加８兆１,２６８億円などにより、差引２兆３,

１２７億円の資金の減少となり、前期が２兆１,４６４億円の減少であったことに比べて、１,６

６３億円の減少となった。財務活動からのキャッシュ・フローは、２,４２２億円の資金の増加と

なり、前期が３７６億円の資金の増加であったことに比べて、２,０４６億円の増加となった。こ

れらの増減に加え、為替換算差額を合わせると、当期末における現金及び現金同等物の残高は、

１兆７,２９７億円と、前期末に比べて１,３７７億円（８.７％）増加した。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前期比(％) 

日本 

北米 

欧州 

その他 

4,283,943 台 

1,034,323 

514,992 

680,533 

＋  2.9 

＋  17.1 

＋  33.1 

＋  62.8 

自動車事業 

計 6,513,791 ＋  11.3 

その他の事業 住宅事業 4,564 戸 ＋  27.7 

(注)  「自動車事業」における生産実績は、車両(新車)生産台数を示している。 

 

(2) 受注状況 

連結財務諸表提出会社および連結製造子会社は、国内販売店、海外販売店等からの受注状況、 

最近の販売実績および販売見込等の情報を基礎として、見込生産を行っている。 

 

(3) 販売実績 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

 

当連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前期比(％) 
事業の種類別セグメントの名称 

数量 金額(百万円) 数量 金額 

車両 

海外生産用部品 

部品 

その他 

6,719,363 台

― 

― 

― 

13,830,174 

236,467 

998,647 

897,812 

＋  9.9 

― 

― 

― 

＋ 12.8 

＋ 15.2 

＋  5.0 

＋  1.4 

自動車事業 

計 ― 15,963,100 ― ＋ 11.6 

金融事業 ――――――― ― 716,727 ― ＋  1.3 

住宅事業 

情報通信事業 

その他 

4,752 戸

― 

― 

121,142 

50,222 

443,569 

＋ 18.1 

― 

― 

＋ 28.3 

＋  5.9 

＋ 26.2 
その他の事業 

計 ― 614,933 ― ＋ 24.7 

合計 ― 17,294,760 ― ＋ 11.6 

(注) １ 主要な相手先別の販売実績については、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10未満で

あるため、主要な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合の記載を省略

している。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

３ 「自動車事業」における「車両」の数量は、車両(新車)販売台数を示している。 

４ 金額は外部顧客に対する売上高を示している。 
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前述の当連結会計年度における「自動車事業」の販売数量を、仕向地別に示すと、次のとおりで

ある。 

 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

前期比(％) 

日本 

北米 

欧州 

その他 

2,303,078 台 

2,102,681 

898,201 

1,415,403 

＋   3.8 

＋   6.1 

＋  15.8 

＋  24.4 

自動車事業 

計 6,719,363 ＋   9.9 

(注)  上記仕向地別販売数量は、車両(新車)販売台数を示している。 
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３ 【対処すべき課題】 

今後もさらなる成長を続けていくため、グループの総力をあげて以下の課題に取り組んでいきたい。 

まず、当面の課題として、国内外の重点プロジェクトの着実な遂行があげられる。国内では、新ネ

ッツ店の立ち上げやレクサスブランドの導入により、各チャネルのアイデンティティにふさわしい商

品展開を推し進め、販売店も含めた国内販売体制のさらなる強化に努める。一方、海外では、アセア

ン地域等で主要部品を相互に補完し、ピックアップトラック／多目的車を生産するＩＭＶプロジェク

ト、チェコでの「プジョー シトロエン オートモービルズ ＳＡ」との合弁プロジェクトの円滑な

立ち上げに全力で取り組む。さらに成長著しく、各社とも急速に事業拡大を進める中国においては、

現地パートナーとの信頼関係を築くとともに、開発から調達・生産・販売まで全社一丸となって、確

固たる事業基盤の整備を進めていく。 

中長期的な課題としては、第一に、環境技術開発をより強化するとともに、お客様のニーズを先取

りした商品の開発・提供を進めていく。次に、成長と効率の両立を目指し、世界トップ品質の維持と

コスト競争力の強化に加え、グループのリソーセスを有効に活用して、グローバルにバランスのとれ

た事業体制をつくりあげていく。最後に、企業の競争力の原点は人づくりであり、トヨタの技術・技

能を伝承して、ものづくりの価値観を共有する人材の育成に取り組んでいく。 

これらの課題への取り組みを通して、株主価値の向上をはかるとともに、「世界規模での競争に勝

ち抜き、21世紀も成長を続ける企業」、「豊かな社会づくりに貢献し、世界に信頼されるグローバル

企業」となるべく、努力していきたい。 

また、法令の遵守をはじめとした企業行動倫理の再徹底をはかるとともに、安全・品質・環境対応

など「企業の社会的責任」を果たし、真摯かつ謙虚な姿勢で、社会との調和ある成長を目指していく。 

 

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社および連結子会社（以下、トヨタという。）の事業その他のリスクについて、

投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項を記載している。但し、以下はトヨタに関する

全てのリスクを網羅したものではなく、記載されたリスク以外のリスクも存在する。かかるリスク要

因のいずれによっても、投資家の判断に影響を及ぼす可能性がある。 

本項においては、将来に関する事項が含まれているが、当該事項は有価証券報告書提出日（平成16

年６月24日）現在において判断したものである。 

 

(1) 市場に関するリスク 

①自動車市場の競争激化 

世界の自動車市場では激しい競争が繰り広げられている。トヨタは、ビジネスを展開している各々

の地域で、自動車メーカーとの競争に直面している。世界の自動車産業のグローバル化と整理・統合

が進むことによって、競争が今後更に激化する可能性がある。具体的には、製品の品質・機能、革新

性、開発に要する期間、価格、信頼性、安全性、燃費、カスタマー・サービス、自動車金融の利用条

件等の点で競争している。競争力を維持することは、トヨタの既存および新規市場における今後の成

功、販売シェア、財政状態および経営成績において最も重要である。トヨタは、今後も競争力の維持

強化に向けたさまざまな取り組みを進めていくが、将来優位に競争することができないリスクがある。 
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②自動車市場の需要変動 

トヨタが参入している各市場では、従来から需要が変動してきた。各市場の状況によって、自動車

の販売は左右される。トヨタの販売は、主に日本、北米および欧州市場に依存しており、これら各市

場の景気動向はトヨタにとって特に重要である。また、需要は、販売・金融インセンティブ、原材

料・部品等の価格、燃料価格、政府規制(関税、輸入規制、その他の租税を含む)など、自動車の価格

および自動車の購入・維持費用に直接関わる要因により、影響を受ける場合がある。 

 

③自動車価格の変動 

上記①または②の自動車市場の競争激化または需要変動は、自動車価格の変動要因にもなりうる。

即ち、競争が激化した場合、または消費が落ち込んだ場合、自動車の販売台数が減少し在庫が増加す

ることにより、価格低下圧力が強まる可能性があり、それによりトヨタの財政状態および経営成績が

悪影響を受けるリスクがある。 

 

(2) 事業に関するリスク 

上記の自動車市場における競争力や、需要変動への対応力に影響を与えうる要因として、「事業性

のリスク」、および「政治経済・規制・災害等に関するイベント性のリスク」といった項目が挙げら

れる。 

①事業性のリスク 

・お客様のニーズに速やかに対応した、革新的で価格競争力のある新商品を投入する能力 

製品の開発期間を短縮し、魅力あふれる新型車でお客様にご満足いただくことは、自動車メーカー

にとっては成功のカギである。お客様の価値観とニーズの急速な変化に対応した新型車を適時・適切

にかつ魅力ある価格で投入することは、トヨタの成功にとって最も重要であり、技術・商品開発から

生産にいたる、トヨタの事業のさまざまなプロセスにおいて、そのための取り組みを進めている。し

かし、トヨタが、品質、スタイル、信頼性、安全性その他の性能に関するお客様の価値観とニーズを

適時・適切にかつ十分にとらえることができない可能性がある。また、トヨタがお客様の価値観とニ

ーズをとらえることができたとしても、その有する技術、知的財産、原材料や部品の調達、製造能力

またはその他生産性に関する状況により、価格競争力のある新製品を適時・適切に開発・製造できな

い可能性がある。また、トヨタが計画どおりに設備投資を実施し、製造能力を維持・向上できない可

能性もある。お客様のニーズに対応する製品を開発・提供できない場合、販売シェアの縮小ならびに

売上高と利益率の低下を引き起すリスクがある。 

 

・効果的な販売・流通を実施する能力とブランド・イメージの維持 

トヨタの自動車販売の成功は、お客様のご要望を満たす流通網と販売手法に基づき効果的な販売・

流通を実施する能力とブランド・イメージの維持・向上に依存する。トヨタはその参入している各主

要市場の規制環境において、お客様の価値観または変化に効果的に対応した流通網と販売手法を展開

し、ブランド・イメージの維持と更なる向上に取り組んでいるが、それができない場合は、売上高お

よび販売シェアが減少するリスクがある。 
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・金融サービスにおける競争の激化 

世界の金融サービス業界では激しい競争が繰り広げられている。北米と欧州を中心にローンで購入

する消費者が増えており、自動車金融の市場は拡大してきた。自動車金融の競争激化は、利益率の減

少を引き起す可能性がある。この他トヨタの金融事業に影響を与える要因には、トヨタ車の販売台数

の減少、中古車の価格低下による残存価値リスクの増加および資金調達費用の増加が数えられる。 

 

②政治経済・規制・災害等に関するイベント性のリスク 

・為替および金利変動の影響 

トヨタの収益は、外国為替相場の変動に影響を受け、主として日本円、米ドル、ユーロ、ならびに

豪ドルおよび英国ポンドの価格変動によって影響を受ける。トヨタの連結財務諸表は、日本円で表示

されているため、換算リスクと取引リスクという形で為替変動の影響を受ける。為替相場の変動は、

外国通貨で販売する製品および調達する材料の価格に影響を与える可能性がある。特に、米ドルに対

する円高の進行は、トヨタの経営成績に重大な悪影響を与える可能性がある。 

トヨタは、為替相場および金利の変動リスクを軽減するために、現地生産を拡大し、デリバティブ

金融商品を利用しているが、依然として為替相場と金利の変動は、トヨタの財政状態および経営成績

に悪影響を与える可能性がある。為替変動の影響およびデリバティブ金融商品の利用に関しては、

「７ 財政状態及び経営成績の分析 (1)概観 ④為替の変動」および連結財務諸表の注記20を参照。 

 

・自動車産業に適用される政府の規制と法的手続 

世界の自動車産業は、自動車の安全性や排ガス、燃費、騒音、公害をはじめとする環境問題などに

関する様々な法律と政府の規制の適用を受けている。多くの政府は、価格管理規制や為替管理規制を

制定している。トヨタは、これらの規制に適合するために費用を負担し、今後も法令遵守のために費

用が発生すると予想している。新しい法律または現行法の改正により、トヨタの今後の費用負担が増

えるリスクがある。また、トヨタが当事者となる法的手続で不利な判断がなされた場合、トヨタの今

後の財政状態および経営成績に悪影響が及ぶリスクがある。政府の規制については連結財務諸表の注

記23を参照。 

 

・政治動乱、燃料供給の不足、交通機能の障害、自然災害、戦争、テロまたはストライキの発生 

トヨタは、全世界で事業を展開することに関連して、様々なイベントリスクにさらされている。こ

れらのリスクとは、政治・経済の不安定な局面、燃料供給の不足、交通機能の障害、自然災害、戦争、

テロ、ストライキ、操業の中断などがあげられる。トヨタが製品を製造するための材料・部品・資材

などを調達し、またはトヨタの製品が製造・流通・販売される主な市場において、これらの事態が生

じた場合、トヨタの事業運営に障害または遅延をきたす可能性がある。トヨタの事業運営において、

大規模または長期間の障害または遅延が発生した場合、トヨタの財政状態および経営成績に悪影響が

及ぶリスクがある。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

昭和41年10月 日野自動車株式会社と業務提携 

昭和42年11月 ダイハツ工業株式会社と業務提携 

昭和59年２月 米国において乗用車を共同生産するため、ＧＭ社との間で昭和59年２月に合弁会

社ニュー ユナイテッド モーター マニュファクチャリング株式会社（略称Ｎ

ＵＭＭＩ）を設立し、ＧＭ社およびＮＵＭＭＩと合弁事業に関する諸契約を締結

平成３年７月 ドイツのフォルクスワーゲンＡＧおよび同社の日本法人と、国内市場におけるフ

ォルクスワーゲン車全車種の販売提携について、基本覚書を締結 

平成14年１月 チェコ共和国において小型乗用車を共同生産するため、プジョー シトロエン

オートモービルズ ＳＡとの間で合弁契約を締結（当該契約に基づき、平成14年

３月トヨタ プジョー シトロエン オートモービル チェコ有限会社を設立）

平成14年８月 中国第一汽車集団公司と、中国における自動車の共同事業に関する基本合意書を

締結 
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６ 【研究開発活動】 

当社は、「クリーンで安全な商品の提供を使命とし、あらゆる企業活動を通じて、住みよい地球と

豊かな社会づくりに取り組む」の基本理念のもと、研究開発活動を積極的に行っている。 

トヨタの研究開発は、日本においては、当社を中心に、日野自動車㈱、ダイハツ工業㈱、トヨタ車

体㈱、関東自動車工業㈱、アラコ㈱、㈱豊田中央研究所などの関係各社が密接な連携のもと、多様

化・高度化する市場ニーズを的確に捉えた高品質、低コストでより魅力ある商品の開発を推進してい

る。また、海外においては、各地域のお客様のニーズを的確に捉えたクルマづくりのために、米国の

トヨタ テクニカル センター Ｕ．Ｓ．Ａ．㈱、キャルティ デザイン リサーチ㈱および欧州の

トヨタモータースポーツ㈲、トヨタ モーター エンジニアリング・マニュファクチャリング ヨー

ロッパ㈱のテクニカルセンター、トヨタ ヨーロッパ デザイン ディベロップメント㈲によるグロ

ーバルな開発体制を構築している。 

当連結会計年度におけるトヨタの研究開発費は６８２，２７９百万円である。 

当連結会計年度における事業の種類別セグメントごとの活動状況および研究開発費は次のとおりで

ある。 

(1) 自動車事業 

当連結会計年度中には、「ラウム」、「アルファードハイブリッド」、「プリウス」、「シエン

タ」、「アベンシス」、「クラウン」といった多様化する市場ニーズを的確に捉えた新型車を相次い

で投入した。また、環境技術開発面においては、「プリウス」に搭載した新世代トヨタハイブリッド

システム「ＴＨＳⅡ」により、世界最高レベルの燃費と低エミッションを実現し、同時に、走りの魅

力を飛躍的に向上させた。また、「クラウン」に搭載した新開発のＶ型６気筒直噴ガソリンエンジン

は、先進の燃焼技術・エンジン各部の摩擦損失低減により、力強い動力性能を実現するとともに、低

燃費・低エミッションを達成した。さらに、「ダイナ」および「トヨエース」の２t積系に、ディーゼ

ルターボエンジンとＤＰＮＲ（Diesel Particulate-NOx Reduction system）の組み合わせによりＰＭ

（ススなどの粒子状物質）とＮＯｘ（窒素酸化物）を同時に連続浄化する世界初のシステムを搭載し

た低公害ディーゼル車、さらにＤＰＲ（Diesel Particulate active Reduction system）との組み合

わせによりＰＭを画期的に低減する低公害ディーゼル車、および小型トラック世界初のハイブリッド

車を設定した。燃料電池ハイブリッド乗用車「トヨタＦＣＨＶ」は、平成14年12月に６台販売した事

に引き続き、新たに６台を地方自治体と民間企業に販売し、日米で累計12台となった。一方、安全技

術開発面においては、予防安全、衝突安全の両面から技術開発に取り組み、ステアリング協調車両安

定性制御システム Ｓ―ＶＳＣにより卓越した操縦性・走行安定性を実現、さらにミリ波レーダーによ

り衝突不可避を判断し、ドライバーのブレーキ操作がない場合にもブレーキ制御する機能により、衝

突被害軽減を図るプリクラッシュセーフティシステム（レーダー方式）などの新安全技術を導入した。

更に、クルマの使いやすさを追求したユニバーサルデザインの本格的な導入や、車庫入れ、縦列駐車

をアシストするインテリジェントパーキングアシストなど、快適・利便性を高める技術、クルマの新

しい価値を提案するための幅広い技術を積極的に開発・実用化した。 

 当事業に係る研究開発費は５９３,６２６百万円である。 
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(2) その他の事業 

基礎研究分野においては、㈱豊田中央研究所を中心として、エネルギー・環境、機械、情報・通信、

材料などの幅広い分野における研究活動に取り組んでいる。 

住宅事業については、当社が中心となり市場ニーズに対応した新商品の開発に取り組んでいる。当

連結会計年度中には、「エスパシオ エフ・アーバンウィンド」などの新商品を投入した。 

その他の事業に係る研究開発費は８８，６５３百万円である。 
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

本項においては、将来に関する事項が含まれているが、当該事項は有価証券報告書提出日（平成16

年６月24日）現在において判断したものである。 

 

(１) 概観 

トヨタの事業セグメントは、自動車事業、金融事業およびその他の事業で構成されている。自動車

事業は最も重要な事業セグメントで、当連結会計年度においてトヨタの売上高合計（セグメント間売

上控除前）の約91%、営業利益（セグメント間売上および売上原価控除前）の90%を占めている。当連

結会計年度における車両販売台数ベースによるトヨタの主要な市場は、日本（34%）、北米（31%）お

よび欧州（13%）となっている。 

 

①自動車市場環境 

世界の自動車市場は、非常に競争が激しく、また予測が困難な状況にある。さらに、自動車業界の

需要は、社会、政治および経済の状況、新車および新技術の導入ならびにお客様が自動車を購入また

は利用される際に負担いただく費用といったさまざまな要素の影響を受ける。これらの要素は各市場

および各タイプの自動車に対するお客様の需要に年を追って多大な変化をもたらす。 

 

次の表は、過去２連結会計年度におけるトヨタ車の各地域別の販売台数を示している。 

 

 千台 

 ３月31日に終了した各連結会計年度 

 平成15年 平成16年 

日本 2,217 2,303 

北米 1,982 2,103 

欧州 776 898 

その他 1,138 1,415 

合計 6,113 6,719 

 

トヨタの日本における当連結会計年度の車両販売台数は前連結会計年度に比べ、お客様のニーズに

対応した積極的な新商品の導入およびモデルチェンジならびに全国販売店の継続的かつ懸命な努力に

より増加した。前連結会計年度のトヨタ車の日本市場での販売台数は、他の国内メーカーとの競争が

激化するなか、新商品の積極的な導入と全国各販売店の懸命な努力により微増している。トヨタの北

米、欧州およびその他の地域における車両販売台数は、すべての地域でトヨタ車に対する高い需要を

受け、前連結会計年度および当連結会計年度ともに継続して増加した。 

 

各市場における全車両販売台数に占めるトヨタのシェアは、製品の品質、価格、デザイン、性能、

安全性、信頼性、経済性および実用性についての他社との比較により左右される。また、時機を得た

新車の導入やモデルチェンジの実施も、お客様の需要を満たす重要な要因である。変化し続けるお客

様の嗜好を満たす能力も、売上および利益に大幅な影響をもたらす。 
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自動車事業の収益性は実に多様な要因により左右される。これらには次のような要因が含まれる。 

 

車両販売台数 

 

販売された車両モデルとオプションの組み合わせ 

 

価格割引およびその他のインセンティブのレベルならびにマーケティング費用 

 

顧客からの製品保証に関する請求およびその他の顧客満足のための修理等にかかる費用 

 

研究開発費等の固定費 

 

コストの管理能力 

 

生産資源の効率的な利用 

 

日本円およびトヨタが事業を行っている地域におけるその他通貨の為替相場の変動 

 

法律、規制、政策の変更およびその他の政府による措置についても自動車事業の収益性に著しい影

響を及ぼすことがある。これらの法律、規制および政策には、車両の製造コストを大幅に増加させる

環境問題、車両の安全性、燃費および排ガスに影響を及ぼすものが含まれる。欧州連合は、廃棄自動

車に関して各自動車メーカーが回収費用を負担し、確実に、廃棄自動車を解体するに十分な施設を整

備し、スクラップ前に有害物質やリサイクル可能な部品を自動車から取り除くように要求する指令を

承認した。欧州連合の指令に関しては連結財務諸表の注記23を参照。 

 

多くの国の政府が、現地調達率を制限し、関税およびその他の貿易障壁を課し、あるいは自動車メ

ーカーの事業を制限したり本国への利益の移転を困難にするような価格管理あるいは為替管理を行っ

ている。このような法律、規則、政策その他の行政措置における変更は、製品の生産、ライセンス、

流通もしくは販売、原価、あるいは適用される税率に影響を及ぼすことがある。トヨタは現在、米国

シャーマン反トラスト法に違反しているとして、集団訴訟の一被告として提訴されている。この訴訟

に関しては、連結財務諸表の注記23を参照。 

 

世界の自動車産業は、グローバル化および合従連衡の時期にあり、この傾向は予見可能な将来まで

続く可能性がある。その結果、トヨタが事業を展開する競争的な環境は、さらに激化する様相を呈し

ている。トヨタは一独立企業として自動車産業で効率的に競争するための資源、戦略および技術を予

見可能な将来において有していると考えている。 
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平成15年５月に、トヨタはトヨタ車体㈱（以下、トヨタ車体という。）および関東自動車工業㈱

（以下、関東自動車という。）の株式を追加取得した。その結果、トヨタ車体および関東自動車に対

する出資比率は各々2.94%および1.14%増加して50.21%および50.57%になり、取得日からトヨタ車体お

よび関東自動車の財務数値をトヨタの連結財務諸表に含めている。追加取得以前については、トヨタ

車体および関東自動車に持分法を適用していた。トヨタ車体および関東自動車の主たる事業はいずれ

もトヨタ車の車体および同部品の製造、販売である。また、平成14年11月に南アフリカトヨタ㈱（以

下、南アフリカトヨタという。）の株式を追加取得した。その結果、南アフリカトヨタに対する出資

比率は39.3%増加して75.0%になり、取得日から南アフリカトヨタの財務数値をトヨタの連結財務諸表

に含めている。追加取得以前については、南アフリカトヨタに持分法を適用していた。南アフリカト

ヨタの主たる事業はトヨタ車の車体および同部品の製造、販売である。当連結会計年度は、トヨタが

南アフリカトヨタの経営成績を年間を通じて連結する最初の会計年度となった。 

 

②金融事業 

世界の金融事業は非常に競争が激しくなっている。自動車金融の市場は、自動車購入に際し融資を

受ける消費者数の増加（特に北米および欧州において増加）を受け拡大した。トヨタは、金融事業に

おいて、銀行、貯蓄組合およびリース会社を含む金融機関による競争の激化に直面している。これら

のリース会社には、他の自動車製造業者、特に米国の主要製造業者の関連会社を含む。競争が激化す

るにつれ、融資取引の利幅が減少し、お客様がトヨタ車を購入する際にトヨタ以外の金融サービスを

利用するようになれば、マーケット・シェアは低下することも考えられる。 

 

トヨタの金融資産は、主に北米での金融事業の継続的な拡大の結果、当連結会計年度では前連結会

計年度に引き続き増加している。 

 

次の表は、過去２連結会計年度におけるトヨタの金融事業から生じた金融資産を要約したものであ

る。 

 

 金額：百万円 

 ３月31日現在 

 平成15年 平成16年 

小売債権 3,071,232 3,643,998 

ファイナンス・リース 1,129,220 912,622 

卸売債権およびその他のディーラー貸付金 1,365,047 1,680,907 

未稼得収益 △ 373,663 △ 298,153 

金融損失引当金 △ 116,888 △  87,462 

金融債権＜純額＞合計 5,074,948 5,851,912 

賃貸用車両及び器具 1,601,060 1,493,780 

金融資産合計 6,676,008 7,345,692 
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トヨタの金融事業にはお客様および販売店に対する貸付およびリースも含まれている。トヨタがお

客様に対して資金を提供する能力はお客様に対しての重要な付加価値サービスと考えている。また、

トヨタは金融子会社のネットワークを他の国へ拡大することを考えている。平成13年３月31日に終了

した連結会計年度に、トヨタは米国における自動車小売債権およびファイナンス・リース債権につい

て、全国的なリスクベースの価格プログラムを導入した。このプログラムの目的は、顧客リスクを契

約レートに反映し、それによってより広いリスク・レベルの顧客を獲得することにある。米国ではこ

のプログラムの導入により、前連結会計年度および当連結会計年度には契約数が増加した。 

 

トヨタは、新車購入に対するオペレーティング・リースを継続的に提供してきた。当該リース事業

によりトヨタは残存価額のリスクを負っている。これは車両リース契約の借手が、リース終了時に車

両を購入するオプションを行使しない場合に発生する可能性がある。リース終了時に返却される車両

台数は近年増加している。例えば、米国の金融子会社であるトヨタ モーター クレジット㈱による

リースに関して、平成８年３月31日に終了した連結会計年度は返却の割合が20%以下であったが、前

連結会計年度および当連結会計年度中には約50%にまで増加した。リース終了時に返却される車両か

ら生じる損失を回避するためには、車両の残存価額以上の価格で再販売もしくは再リースしなければ

ならない。車両の残存価額をカバーできない場合には、リース終了時に損失が生じる。このような損

失は、リース事業の減益要因になる。最近では、主に市場価格を下落させる中古車の供給が増加した

ために、返却車両の再販価格は下落している。セールス・インセンティブが販売促進活動の重要な一

環（新車価格の値引きおよび所有コストの減少要因）であり続ける限り、中古車の再販価格、および

それに対応するトヨタのリース車両の公正価値は、さらなる引下げ圧力を受ける可能性がある。トヨ

タは前連結会計年度においては中古車の市場価格が低調に推移したことにより残価損失が増加したが、

当連結会計年度は中古車の車両価格の回復により残価損失は減少した。詳細については、残価損失引

当金に関する重要な会計上の見積りのセクションを参照。 

 

トヨタは、金利の変動および為替相場の変動に対するエクスポージャーを緩和するために、全般的

なリスク管理方針を採用している。トヨタは固定金利借入債務を機能通貨建ての変動金利借入債務へ

転換するために、金利スワップおよび金利通貨スワップ契約を結んでいる。トヨタは、ヘッジ取引に

対するリスク管理方針文書と同様に、デリバティブ金融商品とヘッジ対象との関係を正式に文書化し

て保持している。トヨタが会計処理方法として公正価値ヘッジを選択する場合、デリバティブ金融商

品はトヨタの連結貸借対照表に計上されている特定の負債をヘッジするものとして指定され、デリバ

ティブ金融商品の公正価値変動を構成するすべての要素は四半期ごとに行われるヘッジの有効性の評

価に含められている。金利スワップ取引は、大部分が特定の負債取引の不可分な一部として実行され

ており、ヘッジ会計適用のための条件を満たすものとなっている。トヨタは、元本および（あるい

は）利息の支払にかかる為替変動に対するエクスポージャーを全般的にヘッジするために、また金利

変動に対するエクスポージャーを管理するために、金利通貨スワップ契約を利用している。特定のデ

リバティブ金融商品は、経済的企業行動の見地からは金利リスクをヘッジするために契約されている

が、トヨタの連結貸借対照表における特定の資産および負債をヘッジするものとしては指定されてい

ない。したがって、トヨタの連結貸借対照表における特定の資産および負債をヘッジするものとして

指定されなかったデリバティブに生じる未実現評価損益は、その期間の損益として計上される。その
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結果、当期純利益はヘッジ指定されないデリバティブの影響を受けることになる。当連結会計年度に

おける当期純利益は、ヘッジ指定されないデリバティブにかかる実現利益および未実現評価益の計上

により、プラスの影響を受けている。トヨタは、トレーディング目的ではデリバティブ金融商品を利

用していない。詳細については、重要な会計上の見積りのセクションを参照。 

 

資金調達コストは、金融事業の収益性に影響を及ぼす可能性がある。資金調達コストは、数多くの

要因により影響を受けるが、その中にはトヨタがコントロールできないものもある。これには、全般

的な景気、金利およびトヨタの財務力などが含まれる。当連結会計年度の資金調達コストは、主に米

国における金利の低下の結果、減少した。 

 

トヨタは、平成13年４月に日本でクレジットカード事業を立ち上げた。カード会員数は、平成16年

３月31日現在4.2百万人と、平成15年３月31日から0.6百万人の増加となった。また、カード債権は平

成16年３月31日現在1,172億円と、平成15年３月31日から218億円の増加となった。 

 

③その他の事業 

トヨタのその他の事業には、情報通信事業、ITS関連事業、GAZOO事業、住宅事業、マリン事業およ

びアグリバイオ・環境緑化事業が含まれる。住宅事業はトヨタのその他の事業のなかで主要な事業で

あり、プレハブ住宅事業を行っている。 

 

トヨタは、その他の事業は連結業績に大きな影響を及ぼすものではないと考えている。 

 

④為替の変動 

トヨタは、為替変動による影響を受けやすいといえる。トヨタは日本円の他に主に米ドルおよびユ

ーロの価格変動の影響を受けており、また、米ドルやユーロほどではないにしても豪ドルや英国ポン

ドについても影響を受けることがある。日本円で表示されたトヨタの連結財務諸表は、換算リスクお

よび取引リスクを通じて為替の変動による影響を受けている。為替の変動はトヨタの売上高、売上総

利益、営業費用、営業利益、当期純利益および剰余金に対して好影響または悪影響を及ぼす。 

 

換算リスクとは、特定期間もしくは特定日の財務諸表が、事業を展開する国々の通貨の日本円に対

する為替の変動による影響を受けるリスクである。たとえ日本円に対する通貨の変動が大きく、前連

結会計年度との比較において、また地域ごとの比較においてかなりの影響を及ぼすとしても、換算リ

スクは報告上の考慮事項に過ぎず、その基礎となる業績を左右するものではない。トヨタは換算リス

クに対してヘッジを行っていない。 

 

取引リスクとは、コストおよび債務の通貨体系が売上および資産の通貨体系と異なることによるリ

スクである。取引リスクは主にトヨタの日本製車両の海外売上、および比較的小規模ながら英国製車

両の欧州大陸での売上に関係している。 
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トヨタは、生産施設が世界中に所在しているため、取引リスクは大幅に軽減されていると考えてい

る。グローバル化戦略の一環として、車両販売を行う主要市場において生産施設を建設することによ

り、その大半の生産を現地化してきた。平成15年において、トヨタの海外における車両販売台数の

60.9%は海外で生産されている。北米では平成15年の車両販売台数の61.7%は現地で生産されている。

欧州では平成15年の車両販売台数の52.6%が現地で生産されている。生産の現地化により、トヨタは

生産過程に使用される供給品および原材料の多くを現地調達することができ、現地での収益と費用の

通貨のマッチングを図ることが可能である。 

 

トヨタは、取引リスクの一部に対処するために為替の取引およびヘッジを行っている。これにより

為替変動による影響は軽減されるが、すべて排除されるまでには至っておらず、年によってその影響

が大きい場合もあり得る。為替変動リスクをヘッジするためにトヨタで利用されるデリバティブ金融

商品に関する追加的な情報については、連結財務諸表の注記20および21を参照。 

 

一般的に、円安は売上高、営業利益および当期純利益に好影響を及ぼし、円高は悪影響を及ぼす。

日本円の米ドルに対する期中平均相場は、前連結会計年度および当連結会計年度には円高に推移した。

日本円の米ドルに対する決算日の為替相場は、前連結会計年度末および当連結会計年度末は前年と比

べて円高となった。また、日本円のユーロに対する期中平均相場は、前連結会計年度および当連結会

計年度ともに前年に比べ円安に推移した。日本円のユーロに対する決算日の為替相場は、前連結会計

年度末は前年に比べて円安に、当連結会計年度末は前年と比べ円高となった。 

 

⑤セグメンテーション 

トヨタの最も重要な事業セグメントは、自動車事業セグメントである。トヨタは、世界の自動車

市場においてグローバル・コンペティターとして自動車事業を展開している。マネジメントは世界全

体の自動車事業を一つの事業セグメントとして資源の配分やその実績の評価を行っている。トヨタは

国内・国外または部品等のような自動車事業の一分野を個別のセグメントとして管理していない。 

 

自動車事業の経営は、機能ベースで成り立っており、各機能別の組織には監督責任者を有してい

る。マネジメントは自動車事業セグメント内で資源を配分するために、販売台数、生産台数、マーケ

ット・シェア、車両モデルの計画および工場のコストといった財務およびそれ以外に関するデータの

評価を行っている。 

 

(２) 地域別内訳 

次の表は、過去２連結会計年度のトヨタの地域別外部顧客向け売上高を示している。 

 

 金額：百万円 

 ３月31日に終了した各連結会計年度 

 平成15年 平成16年 

日本 6,621,054 7,167,704 

北米 5,929,803 5,910,422 

欧州 1,514,683 2,018,969 

その他の地域 1,436,013 2,197,665 
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(３) 業績―当連結会計年度と前連結会計年度の比較 

 

①売上高 

当連結会計年度の売上高は17兆2,947億円と、前連結会計年度に比べて１兆7,932億円（11.6%）の

増収となった。この増収は主に、車両販売台数の増加、連結子会社の増加、部品・サービス売上の増

加および金融事業の拡大による影響を反映しているが、特に米ドルに対する為替の影響により一部相

殺されている。日本円に換算する際の為替の影響を除いた場合、当連結会計年度の売上高は約17兆

5,543億円と、前連結会計年度に比べて13.2%の増収であったと考えられる。売上高は商品・製品売上

高および金融収益で構成されており、当連結会計年度の商品・製品売上高は16兆5,780億円と、前連

結会計年度に比べて12.1%の増収となり、金融収益は7,167億円と、前連結会計年度に比べて1.3%の増

収となった。日本円に換算する際の為替の影響を除いた場合、当連結会計年度の商品・製品売上高は

約16兆8,091億円と、前連結会計年度に比べて13.6%の増収であり、金融収益は約7,452億円と、前連

結会計年度に比べて5.3%の増収であったと考えられる。当連結会計年度の売上高は前連結会計年度に

比べて、日本では8.3%、欧州では33.3%、その他の地域では53.0%の増収となり、北米では0.3%の減収

となった。日本円に換算する際の為替の影響を除いた場合、当連結会計年度の売上高は前連結会計年

度に比べて、日本では8.3%、北米では7.1%、欧州では25.3%、その他の地域では48.9%の増収となった。 

 

以下は、トヨタの各事業セグメントの売上に関する説明である。記載された売上高は、セグメント

間売上控除前の数値である。 

 

・自動車事業セグメント 

自動車事業の売上高は、トヨタの売上高のうち最も高い割合を占める。当連結会計年度における自動車事

業の売上高は15兆9,738億円と、前連結会計年度に比べて１兆6,623億円（11.6%）の増収となった。この増収は

主に、車両販売台数の増加による約１兆3,000億円の影響、連結財務諸表の注記５に記載されている連結子

会社の増加による約4,200億円の影響および部品・サービス売上の増加などによるものであったが、為替の影

響約2,300億円により一部相殺されている。日本円に換算する際の為替の影響を除いた場合、当連結会計年

度における自動車事業の売上高は約16兆2,052億円と、前連結会計年度に比べて13.2%の増収であったと考

えられる。日本における増収は、輸出車両および国内車両の販売台数増加によるものだが、低価格車両への

継続的なシフトによる平均販売価格の下落により一部相殺されている。北米における増収は、車両販売台数の

増加の好影響によるものだが、為替の影響により相殺されている。欧州における増収は、車両販売台数の増加

と商品販売構成の変化を合わせた影響（純額）および為替の影響によるものである。その他の地域における増

収は、車両販売台数の増加によるものだが、平均販売価格の下落により一部相殺されている。 

 

・金融事業セグメント 

当連結会計年度における金融事業セグメントの売上高は7,369億円と、前連結会計年度に比べて120

億円（1.6%）の増収となった。この増収は主に、小売債権残高の増加および日本におけるクレジット

カード・ビジネスの拡大によるものだが、為替の影響により一部相殺されている。日本円に換算する

際の為替の影響を除いた場合、当連結会計年度における金融事業の売上高は約7,650億円と、前連結

会計年度に比べて5.5%の増収であったと考えられる。 
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・その他の事業セグメント 

当連結会計年度におけるその他の事業セグメントの売上高は8,962億円と、前連結会計年度に比べ

て1,010億円（12.7%）の増収となった。この増収は主に、住宅事業の生産および販売が好調であった

ことによるものである。 

 

②営業費用 

当連結会計年度における営業費用は15兆6,279億円と、前連結会計年度に比べて１兆3,980億円

（9.8%）の増加となった。この増加は主に、車両販売台数の増加による約１兆円の影響、連結子会社

の増加による約4,700億円の影響、労務費の約1,100億円の増加の影響および部品・サービス売上の増

加の影響などによるが、原価改善の努力による影響約2,300億円および日本における厚生年金基金代

行部分返上益の影響1,070億円により一部相殺されている。 

 

平成13年に、確定給付企業年金法が制定され、企業が国に代行部分を返上することが認められるこ

とになった。トヨタおよび一部の国内関係会社は将来分支給義務免除の申請を行い、厚生労働大臣の

認可を受けた。さらに過去分の返上を申請し、認可が行われた後、当連結会計年度において最低責任

準備金に相当する年金資産を国に返上した。返還に関連して生じた損益については、発生問題専門委

員会の合意であるEITF 03-02「日本の厚生年金基金制度における代行部分返上に関する会計処理」に

したがって会計処理した結果、当連結会計年度の連結財務諸表上、代行部分返上に伴う清算損失合計

2,139億円は売上原価に1,901億円、販売費及び一般管理費に238億円含まれている。それに加えて代

行部分返上により消滅した退職給付債務と実際に返上した年金資産との差額（以下、Government 

Subsidyという。）が販売費及び一般管理費のマイナスとして3,209億円含められている。その結果、

当連結会計年度の営業費用は純額で1,070億円減少している。詳細については連結財務諸表の注記19

を参照。 

 

継続的な原価改善の努力により、当連結会計年度の費用は原価改善が行われなかった場合に比べて

約2,300億円減少した。原価改善の努力は、継続的に実施されている価値工学および価値分析活動、

部品の種類の絞込みにつながる部品共通化、ならびに車両生産コストの低減を目的としたその他の製

造活動に関連している。 

 

当連結会計年度における売上原価は13兆5,063億円と、前連結会計年度に比べて１兆5,921億円

（13.4%）の増加となった。この増加（セグメント間金額控除前）は自動車事業セグメントにおける

１兆4,853億円（12.9%）の増加およびその他の事業セグメントにおける925億円（13.8%）の増加を反

映している。自動車事業セグメントにおける売上原価の増加は主に、車両販売台数の増加と商品販売

構成の変化を合わせた影響（純額）、連結子会社の増加の影響、部品・サービス売上の増加の影響、

研究開発費の増加の影響および代行部分返上に伴う清算損失の影響によるものだが、継続的な原価改

善の努力および為替の影響により一部相殺されている。 

 

当連結会計年度の売上原価の商品・製品売上高に対する割合は、前連結会計年度の80.5%から81.5%

に増加した。この増加は日本で製造された製品の日本国外への売上に対する為替の影響および代行部

分返上に伴う清算損失の影響を反映しているが、継続的な原価改善の努力の影響により一部相殺され
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ている。 

 

当連結会計年度における金融費用は3,642億円と、前連結会計年度に比べて597億円（14.1%）の減

少となった。この減少は主に、各期末時点においてヘッジ指定されずに時価評価されたデリバティブ

金融商品にかかる評価益の計上の影響、米国の金利低下による金融費用の減少および為替の影響によ

るものである。 

 

当連結会計年度の金融費用の金融収益に対する割合は、前連結会計年度の59.9%から50.8%に減少し

た。この減少は主に、ヘッジ指定されないデリバティブ金融商品にかかる評価益の計上および米国の

金利低下による金融費用の減少によるものである。 

 

当連結会計年度のその他の事業における営業費用は前連結会計年度に比べて903億円(11.4%)の増加

となった。この増加は、その他の事業における売上高の増加に伴うものである。 

 

当連結会計年度の研究開発費は6,822億円と、前連結会計年度に比べて138億円（2.1%）の増加とな

った。この増加は、将来の競争の激しい市場においてトヨタの強みを発揮するために、主に燃料電池

の開発を中心とした先行・先端技術開発、環境対応への取組みの強化およびグローバル展開の推進に

よる開発車種の拡充によるものである。 

 

当連結会計年度の販売費及び一般管理費は１兆7,574億円と、前連結会計年度に比べて1,344億円

（7.1%）の減少となった。この減少（セグメント間金額控除前）は、自動車事業における950億円

（6.0%）の減少、金融事業における437億円（16.3%）の減少およびその他の事業における23億円

（1.9%）の減少を反映している。自動車事業における減少は、主に継続的な原価改善の努力、為替の

影響および代行部分返上に伴うGovernment Subsidyの影響によるものであるが、海外の事業拡大に伴

う労務費の増加および広告宣伝費の増加により一部相殺されている。金融事業における減少は、主に

北米における延滞債権の回収率上昇に伴う貸倒実績率の低下を受けて金融損失引当金繰入額が減少し

たこと、および為替の影響によるものである。 

 

当連結会計年度における販売費及び一般管理費の売上高に対する割合は、前連結会計年度の12.2%

から10.2%に減少した。この減少は主に、継続的な原価改善の努力、代行部分返上に伴うGovernment 

Subsidyおよび金融損失引当金繰入額の減少によるものだが、労務費および広告宣伝費の増加により

一部相殺されている。当連結会計年度における自動車事業セグメントの販売費及び一般管理費の売上

高に対する割合は、継続的な原価改善の努力の影響、代行部分返上に伴うGovernment Subsidyの影響

を反映して、前連結会計年度の11.1%から9.3%に減少した。金融事業の販売費及び一般管理費の売上

高に対する割合は、金融損失引当金繰入額の減少を反映して、前連結会計年度の37.1%から30.5%に減

少した。その他の事業セグメントの販売費及び一般管理費の売上高に対する割合は、主に住宅事業の

売上高の増加の影響を反映して、前連結会計年度の15.3%から13.3%に減少した。 
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③営業利益 

当連結会計年度における営業利益は１兆6,668億円と、前連結会計年度に比べて3,952億円

（31.1%）の増益となった。この増益は、主に車両販売台数の増加、部品・サービス売上の増加、継

続的な原価改善の努力の影響、厚生年金基金代行部分返上益の影響および連結子会社の増加の影響な

どによるが、労務費および広告宣伝費の増加により一部相殺されている。 

 

当連結会計年度における営業利益（セグメント間利益控除前）は前連結会計年度と比較して、日本

では1,638億円（17.4%）、北米では1,110億円（39.6%）、欧州では642億円（772.7%）、その他の地

域では513億円（112.4%）と、すべての地域で増益となった。日本における増益は、主に車両生産台

数および販売台数の増加、継続的な原価改善の努力の影響、厚生年金基金代行部分返上益の影響なら

びに連結子会社の増加の影響によるものだが、日本で製造された製品の日本国外への売上に対する為

替の影響により一部相殺されている。北米における増益は、主に車両生産台数および販売台数の増加、

現地製造事業体による原価改善の努力、ならびに販売金融子会社による金利スワップ取引などの時価

評価に伴う評価益の計上および金融損失引当金繰入額の減少によるものだが、米ドルに対する円相場

が不利に変動した影響により一部相殺されている。欧州における増益は、主に現地製造事業体による

原価改善の努力、車両生産台数ならびに販売台数の増加、商品販売構成の変化による影響およびユー

ロに対する円相場が有利に変動した影響によるものだが、事業拡大に伴う労務費の増加により一部相

殺されている。その他の地域における増益は、主にアジアをはじめとする様々な地域における車両生

産台数および販売台数の増加、およびこれらの市場が好転したことによるものである。 

 

以下は、トヨタの各事業セグメントの営業利益に関する説明である。記載されている営業利益の金

額は、セグメント間利益控除前の数値である。 

 

・自動車事業セグメント 

当連結会計年度における自動車事業セグメントの営業利益は１兆5,190億円と、前連結会計年度に

比べて2,721億円（21.8%）の増益となった。この増益は主に、車両販売台数の増加、部品・サービス

の売上の増加、継続的な原価改善の努力の影響、厚生年金基金代行部分返上益の影響、連結子会社の

増加の影響およびユーロに対する円相場が有利に変動した影響などによるものだが、労務費および広

告宣伝費の増加、ならびに米ドルに対する円相場が不利に変動した影響により一部相殺されている。 

 

・金融事業セグメント 

当連結会計年度における金融事業セグメントの営業利益は1,460億円と、前連結会計年度に比べて

1,157億円（381.4%）の増益となった。この増益は、主にデリバティブ金融商品にかかる評価益の計

上、金融損失引当金繰入額の減少、融資残高の増加、米国における金利低下による利息費用の減少お

よび日本におけるクレジットカード事業の拡大の影響によるものだが、米ドルに対する円相場が不利

に変動した影響により一部相殺されている。 

 

・その他の事業セグメント 

当連結会計年度におけるその他の事業セグメントの営業利益は152億円と、前連結会計年度に比べ

て107億円（236.7%）の増益となった。この増益は、主に住宅事業の生産および販売が好調であった
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ことによるものである。 

 

④その他の収益・費用 

当連結会計年度における受取利息及び受取配当金は556億円と、前連結会計年度に比べて30億円

（5.6%）の増加となった。この増加は、主に米国子会社における有価証券の運用増加によるものだが、

米国での金利低下の影響により一部相殺されている。 

 

当連結会計年度における支払利息は207億円と、自動車事業セグメントにおける借入金の減少の影

響および米国での金利低下の影響により、前連結会計年度に比べて98億円（32.0%）の減少となった。 

 

当連結会計年度における為替差益＜純額＞は382億円と、前連結会計年度に比べて26億円（7.3%）

の増加となった。為替差損益は外国通貨建ての売上を取引時の為替相場で換算した価額と、先物為替

契約を利用して行う決済を含め、同連結会計年度における決済金額との差額を示すものである。 

 

当連結会計年度におけるその他＜純額＞は、前連結会計年度の1,028億円の損失から258億円の利益

となった。前連結会計年度には、一時的下落と認められない投資有価証券の減損1,113億円が計上さ

れたが、当連結会計年度には日本の株式市場が好転し、投資有価証券の重要な減損は計上されなかっ

た。 

 

⑤法人税等 

当連結会計年度における法人税等は、主に税金等調整前当期純利益の増益および持分法適用関連

会社の未分配利益に対する税金引当額の増加により、前連結会計年度に比べて1,643億円の増加とな

った。当連結会計年度の実効税率は、評価性引当金の減少および税額控除の拡大の影響により、前連

結会計年度の42.1%から38.6%に減少した。 

 

⑥少数株主持分損益および持分法投資損益 

当連結会計年度における少数株主持分損益は426億円と、前連結会計年度に比べて311億円の増加と

なった。この増加は、連結子会社の増加の影響などによるものである。 

 

当連結会計年度における持分法投資損益は1,202億円と、前連結会計年度に比べて674億円の増加と

なった。この増加は持分法適用関連会社の業績好調による増益および日本国内の一部の持分法適用関

連会社における厚生年金基金代行部分返上益の影響によるものだが、特定の会社の株式を追加取得し

て連結子会社化した影響により一部相殺されている。 

 

⑦当期純利益 

当連結会計年度の当期純利益は１兆1,620億円と、前連結会計年度に比べて4,111億円（54.8%）の

増益となった。 

 

⑧その他の包括損益 

当連結会計年度におけるその他の包括損益は、前連結会計年度に比べて7,366億円増加し、3,997億

円の利益となった。この変動は主に、未実現有価証券評価損益が日本における株式市場の回復を反映

して前連結会計年度の265億円の損失に対して当連結会計年度には3,297億円の利益に増加したこと、
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および最小年金債務調整額に関連するその他包括損益が厚生年金基金の代行部分返上、年金資産への

追加拠出および年金資産の市場価値の増加を反映して前連結会計年度の1,719億円の損失に対して当

連結会計年度は2,733億円の利益に増加したことによるが、外貨換算調整額が前連結会計年度1,393億

円の損失に対して当連結会計年度は2,033億円の損失に増加したことにより一部相殺されている。 

 

(４) 流動性と資金の源泉 

トヨタは従来、設備投資および研究開発活動のための資金を、主に営業活動から得た現金により調

達してきた。 

 

平成17年３月31日に終了する連結会計年度については、トヨタは設備投資および研究開発活動のた

めの十分な資金を、主に手許の現金及び現金同等物と営業活動から得た現金により調達する予定であ

る。平成15年４月１日から平成16年３月31日までに行われた重要な設備投資および処分に関する情報、

ならびに現在進行中の重要な設備投資および処分に関する情報は、「第３ 設備の状況」を参照。 

 

お客様や販売店に対するリース・プログラム等の融資プログラムで必要となる資金について、トヨ

タは営業活動から得た現金と金融子会社の借入金によりまかなっている。トヨタは、金融子会社のネ

ットワークを拡大することにより、世界中の現地市場で資金を調達する能力を向上させるよう努めて

いる。 

 

当連結会計年度における営業活動から得た現金＜純額＞は、前連結会計年度の２兆850億円に対し、

２兆2,830億円となった。この増加は主に、自動車事業セグメントでの営業利益の増益によるが、年

金資産への拠出額の増加により一部相殺されている。 

 

当連結会計年度における投資活動に使用した現金＜純額＞は、前連結会計年度の２兆1,464億円に

対し、２兆3,127億円となった。この増加は、主に金融債権に対する投資の増加によるが、有価証券

および投資有価証券の満期償還の増加および有形固定資産に対する投資の減少により一部相殺されて

いる。 

 

当連結会計年度における財務活動から得た現金＜純額＞は、前連結会計年度の376億円に対し、

2,422億円となった。この増加は、主に短期借入債務の増加および自己株式の買入の減少によるが、

長期借入債務の返済による支出の増加により相殺されている。 

 

当連結会計年度における賃貸資産を除く資本的支出は、前連結会計年度の１兆59億円から6.0%減少

し、9,458億円となった。この資本的支出の減少は主に、為替の影響によるものである。 

 

当連結会計年度における賃貸資産に対する資本的支出は、前連結会計年度の6,043億円から10.2%減

少し、5,427億円となった。この変動は、主に北米金融子会社における賃貸資産の減少および為替の

影響によるものである。 

 

平成17年３月31日に終了する連結会計年度において、賃貸資産を除く設備投資額は約9,900億円と

なる予定である。設備投資予定額の地域別内訳は、日本5,900億円、北米1,400億円、欧州800億円お

よびその他1,800億円となっている。 
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現在入手可能な情報によれば、トヨタは、環境問題が平成17年における財政状態、経営成績、流動

性もしくはキャッシュ・フローに重大な影響を及ぼすとは考えてはいない。しかしながら、現在およ

び将来の環境法制のもとで、トヨタにとって実質的な金銭の負担を伴う不確実性が存在している。 

 

現金及び現金同等物は平成16年３月31日現在で１兆7,297億円であった。現金及び現金同等物の大

部分は円建てである。また、平成16年３月31日現在における定期預金は685億円、有価証券は4,485億

円であった。 

 

トヨタは、現金及び現金同等物、定期預金、市場性ある負債証券および信託ファンドへの投資を総

資金量と定義しており、当連結会計年度において総資金量は、1,605億円（4.9%）増加し３兆4,562億

円となった。 

 

当連結会計年度における受取手形及び売掛金＜貸倒引当金控除後＞は、559億円（3.8%）増加し１

兆5,317億円となった。これは売上の増加による影響を反映しているが、為替の影響により一部相殺

されている。 

 

当連結会計年度におけるたな卸資産は、575億円（5.6%）増加し１兆833億円となった。これは取引

量の増大による影響を反映しているが、為替の影響で一部相殺されている。 

 

当連結会計年度における金融債権＜純額＞合計は５兆8,519億円と、7,770億円（15.3%）増加した。

この変動は、主に販売店による割賦販売のうち、トヨタの金融事業を通じて資金を調達する割合が継

続的に高まっていることによる小売債権の増加、不動産融資および販売店の運転資金融資を含む卸売

債権およびその他のディーラー貸付金の増加、ならびに日本におけるクレジットカード事業の拡大に

よるものである。これらの増加は、ファイナンス・リースの減少、米国金融子会社による債権流動化

の減少および為替の影響により一部相殺されている。平成16年３月31日現在における金融債権の地域

別内訳は、北米62.9%、日本17.7%、欧州9.8%、その他の地域9.6%であった。トヨタは、特別目的事業

体を通じて金融債権を売却するプログラムを保有しており、当連結会計年度においてこの証券化取引

により、購入および留保持分控除後で、1,681億円の売却収入を得た。 

 

有価証券及びその他の投資有価証券（流動資産計上のものを含む）は、平成16年３月31日現在の市

場価格の回復により、前連結会計年度に比べて4,328億円（19.2%）増加し２兆6,904億円となった。 

 

当連結会計年度における有形固定資産は、1,507億円（2.9%）増加した。これは設備投資および連

結子会社の増加の影響によるが、減価償却および為替の影響により一部相殺されている。 

 

当連結会計年度における支払手形及び買掛金は1,777億円（11.6%）増加した。これは取引量の増大

の影響によるが、為替の影響により一部相殺されている。 

 

当連結会計年度における未払費用は698億円（6.6%）増加した。これは生産量の増加による経費の

増加、販売関連費用および従業員賞与の増加、ならびにクレジットカードのポイントに対する未払債

務の増加の影響によるが、為替の影響により一部相殺されている。 
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当連結会計年度における未払法人税等は481億円（16.0%）減少した。これは、主に当連結会計年度

より日本における試験研究費等の税額控除の範囲が拡大されたことにより税金費用が前連結会計年度

に比べて減少したことに起因する。 

 

当連結会計年度における借入債務合計は3,053億円（4.2%）増加した。トヨタの短期借入債務は、

加重平均金利1.29%の借入金と、加重平均金利1.47%のコマーシャル・ペーパーにより構成されている。

当連結会計年度における短期借入債務は、前連結会計年度に比べて3,334億円（18.0%）増加し、２兆

1,890億円となった。トヨタの長期借入債務は、利率が0.05%から16.00%、返済期限が平成16年から平

成43年の無担保の借入金、担保付きの借入金、ミディアム・ターム・ノート、無担保普通社債、およ

び長期キャピタル・リース債務により構成されている。また、トヨタの長期借入債務には、金融債権

証券化に伴う担保付借入債務も含まれている。当連結会計年度の１年以内に返済予定の長期借入債務

は1,378億円（10.9%）減少し、１兆1,252億円となり、返済期限が１年超の長期借入債務は1,098億円

（2.7%）増加し、４兆2,473億円となった。借入債務合計の増加は、主に北米におけるコマーシャ

ル・ペーパー発行の増加によるものだが、為替の影響により一部相殺されている。平成16年３月31日

現在、長期借入債務の約42%は米ドル建て、約31%は日本円建て、約15%はユーロ建て、約12%はその他

の通貨によるものである。トヨタは、金利スワップを利用することにより固定金利のエクスポージャ

ーをヘッジしている。トヨタの借入必要額に重要な季節的変動はない。 

 

平成15年３月31日現在におけるトヨタの自己資本に対する金融負債比率は101.9%であったが、平成

16年３月31日現在では92.5%となった。 

 

当連結会計年度における未積立年金債務は8,412億円と、前連結会計年度に比べて5,727億円

(40.5%)減少した。これは主に当社および日本国内の子会社に関連したものである。未積立額は、ト

ヨタおよび従業員による将来の現金拠出によって積み立てられるか、または対象従業員のそれぞれの

退職日に支払われる。未積立年金債務の減少はトヨタおよび特定の子会社の厚生年金基金の代行部分

を返上したこと、年金資産への拠出額の増加および年金資産の市場価値の増加によるものである。詳

細については連結財務諸表の注記19を参照。 

 

長期借入債務は、平成16年３月31日現在、スタンダード・アンド・プアーズによって「AAA」、ム

ーディーズによって「Aaa」と格付けされている。これらの格付けは、スタンダード・アンド・プア

ーズおよびムーディーズによる長期借入債務の最高格付けで、ムーディーズについては平成15年３月

31日現在の「Aa1」から格上げされている。信用格付けは株式の購入、売却もしくは保有を推奨する

ものではなく、何時においても撤回もしくは修正され得る。各格付けはその他の格付けとは個別に評

価されるべきである。 

 

トヨタの財務方針は、すべてのエクスポージャーの管理体制を維持し、相手先に対する厳格な信用

基準を厳守し、市場のエクスポージャーを積極的にモニターすることである。トヨタは、トヨタファ

イナンシャルサービス㈱に金融ビジネスを集中させ、同社を通じて金融ビジネスの全世界的効率化を

目指している。 

 

金融政策の主要な要素は、収益の短期的変動に左右されず費用効率の高いベースで研究開発活動、
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設備投資および金融事業に投資できるような、安定した財務ベースを維持することである。トヨタは、

現在必要とされる資金水準を十分満たす流動性を保持していると考えており、また、高い信用格付け

を維持することにより、引き続き多額の資金を比較的安いコストで外部から調達することができると

考えている。高い格付けを維持する能力は、数多くの要因に左右され、その中にはコントロールでき

ないものも含まれている。これらの要因には、日本およびトヨタが事業を行うその他の主要な市場の

全体的な景気、ならびにトヨタの事業戦略を成功させることができるかなどが含まれている。 

 

(５) オフバランス化される取引 

①証券化取引による資金調達 

トヨタは金融事業のための資金調達の一つの方法として証券化プログラムを利用している。トヨタ

は、証券化取引は低コストな資金調達方法であり、金融事業の重要な要素と考えている。 

債権を証券化することにより、トヨタは流動性が高くかつ効率的な資本市場において取引を行うこ

とが可能になるとともに、資金調達方法が多様化し、より多くの投資家と取引を行うことが可能にな

る。証券化取引が連結貸借対照表、連結損益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に与える影響に

ついては、連結財務諸表の注記７を参照。 

 

トヨタの証券化プログラムには二段階のステップがある。まず、トヨタの全額出資であり倒産隔離

されている特別目的事業体（以下、SPEという。）に一定の小売債権をまとめて売却する。次にSPEは

当該小売債権を、証券化信託が発行する証券からの収入と交換に適格特別目的事業体（以下、QSPEま

たは証券化信託という。）に移転する。債権がQSPEに移転した時点で当該債権はトヨタの資産ではな

くなるとともに、トヨタの連結貸借対照表に計上されなくなる。QSPEが発行する証券は売却した債権

の回収金により担保されており、また当該証券には優先証券と劣後証券がある。 

 

一般的な証券化取引の流れを図解すると次のとおりである。 

 

 

トヨタの証券化取引のためのSPEの利用は証券化市場の慣習に従っている。SPEへの売却により、売

却した債権を証券保有者の利益のためにトヨタの他の債権者から倒産隔離させている。また、会計上

必要となる条件を満たしている限り、債権の売却は売却したものとして会計上処理される。投資家は

トヨタの留保劣後受益権、現金積立、後述のリボルビング・リクイディティ・ノート契約により使用

可能な資金に対してトヨタに遡求権を有していない。トヨタは証券化信託が発行した証券に対して保
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証を行っていない。SPEは存在目的が限定されており、債権を購入、販売するためだけに利用される。

個々の証券化信託の存続期間は限られており、一般的に投資家が保有するすべてのアセットバック証

券について全額の支払が完了した時点で消滅する。 

 

証券化信託との取引の中で、SPEは一部の持分を留保している。SPEの留保持分は証券化信託が発行

した劣後証券、および超過金利を受取る権利である利息のみストリップを含む。留保持分は劣後持分

たる性質を有するため、これを留保することにより、証券化信託が発行する優先証券の信用力を強化

することとなっている。留保持分は使途限定資産としてSPEが保有し、トヨタのいかなる債務の弁済

にも使用できない。将来キャッシュ・フローの予測の結果、留保持分の公正価値の下落が一時的でな

いと判断した場合、公正価値が帳簿価額を下回った額を減損として連結損益計算書上において認識す

る。会計上、これらの留保持分はトヨタが購入した優先証券とともに連結貸借対照表に計上されてい

る。 

 

優先証券に対して損失が発生するリスクを低減するために、上記の他に次のような各種の信用補完

を行っている。 

 

・現金積立および使途制限現金 

証券化信託は、アセットバック証券の売出による収入の一部を、区分された積立金として保有

しており、この積立金は、売却した債権の回収金が投資家に対する証券の元本および利息の支払

いに不足する場合、その支払に充当される場合がある。また、証券化信託が一定水準以上の債権

償却を実施したり、債務の不履行を受けた場合、証券化信託が保有する債権の回収金のうちの一

部を、追加的な積立金として積み立てる。 

 

・リボルビング・リクイディティ・ノート 

特定の証券化取引においては、現金積立の代わりに、リボルビング・リクイディティ・ノート

（以下、RLNという。）契約を利用する場合がある。証券化信託はRLNにより資金を調達し、投資

家に対する利息および元本の支払のための資金不足を補う。トヨタはRLNの引き出しに対して資

金を拠出し、また、RLNの契約条件のもとでは、証券化信託は引き出した金額に発生した利息分

を加算した金額を返済する義務を追うこととされている。RLNの元本および利息の支払は、アセ

ットバック証券の元本および利息の支払に対して劣後し、また、特定の場合においては現金積立

に対しても劣後するものとされている。回収金がRLNの未返済残高の返済に十分でない場合、ト

ヨタは当該未返済残高に対して損失を認識する。トヨタの短期無担保債に対するムーディーズお

よびスタンダード・アンド・プアーズの格付けがそれぞれP-１とA-１を下回った場合、トヨタは

RLNにおける利用可能額全額の資金を拠出することが義務付けられている。平成15年３月31日現

在および平成16年３月31日現在、RLNの引き出し残高はない。 

 

トヨタは証券化信託とスワップ契約を締結する場合がある。このスワップ契約のもとでは、証券化

信託はトヨタからアセットバック証券の変動金利の利息に相当する金額を受取る代わりに、トヨタに
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対して固定金利を支払う。このスワップ契約により、証券化信託は保有している債権の契約上の利息

とは異なる利息での証券を発行することができる。 

 

トヨタは売却した債権のサービサー業務を行っており、サービサー報酬を受取る。トヨタはサービ

サーとして、債権の回収と、受益権保有者へ分配するために受託会社に送金する義務を負っている。

証券化信託に対して売却した債権のサービサー業務を行っている一方、トヨタは自己が保有する債権

に対して適用しているサービス業務方針や手続を、売却した債権の債務者に対して適用しており、当

該融資顧客とは通常の関係を維持している。 

 

証券化取引に関連した、他の重要な契約上の条項は次のとおりである。 

 

・債権の買戻し義務 

トヨタは証券化取引において売却した債権に関連して、SPEに対し保証を行っており、それに

対応してSPEは証券化信託に保証を行っている。トヨタとSPEは、保証条項に関して何らかの不履

行があり、その結果SPEまたは証券化信託に著しい不利益を与えた場合には、債権を買戻す義務

を負っている。さらに、トヨタは債権のサービサーとして、サービサー契約に違反し、その結果

証券化信託に著しい不利益を与えた場合、もしくは、トヨタがサービサーとして利息の減額を填

補することを約すことが出来ないような債権の延長や契約条件の修正があった場合には、債権を

買い戻す義務を負う。買戻しの際の取引額は債権の元本残高と未払利息の合計となる。こうした

買戻し条項は証券化取引において慣例的な条項になっている。 

 

・資金拠出条項 

トヨタはサービサーとして、債務者による証券化信託への支払額の不足に備えて、証券化信託

に対して資金を拠出する。この資金の拠出は、売却した債権の将来の回収金により返済されると

考えられる範囲内でのみ行われる。一般的に証券化信託は、すべての債権の回収金から、他の支

払いよりも優先してトヨタにこの資金拠出の返済をすることが要求されている。当該資金拠出条

項は証券化取引において慣例的な条項になっている。 

 

証券化取引を利用した債権の売却については連結財務諸表の注記7を参照。 
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(６) 貸出コミットメント 

①クレジットカード会員に対する貸出コミットメント 

トヨタは金融事業の一環としてクレジットカードを発行している。トヨタは、クレジットカード事

業の慣習に従い、カード会員に対する貸付の制度を有している。貸出枠はお客様ごとに信用状態の調

査を実施した結果設定した限度額の範囲内で、お客様の要求により実行される。カード会員に対する

貸付金には保証は付されないが、貸倒損失の発生を最小にするため、また適切な貸出限度額を設定す

るために、トヨタは、提携関係にある金融機関からの財務情報の分析を含むリスク管理方針により与

信管理を実施するとともに、定期的に貸出限度額の見直しを行っている。平成16年３月31日現在のカ

ード会員に対する貸出未実行残高は１兆6,706億円である。 

 

②販売店に対する貸出コミットメント 

トヨタは金融事業の一環として販売店に対する融資の制度を有している。貸付は買収、設備の改装、

不動産の購入、運転資金の確保のために行われる。これらの貸付金については、通常担保権が設定さ

れており、販売店の不動産、車両在庫、その他販売店の資産等、場合に応じて適切と考えられる物件

に対して設定している。さらに慎重な対応が必要な場合には販売店が指名した個人による保証または

販売店グループが指名した法人による保証を付している。貸付金は通常担保または保証が付されてい

るが、担保または保証の価値がトヨタのエクスポージャーを十分に補うことができていない可能性が

ある。トヨタは融資制度契約を締結することによって生じるリスクに従って融資制度を評価している。

トヨタの金融事業は、販売店グループと呼ばれる複数のフランチャイズ系列に対しても融資を行って

おり、しばしば貸出組合に参加することでも融資を行っている。こうした融資は、融資先の卸売車両

の購入、買収、設備の改装、不動産の購入、運転資金の確保等を目的とするものである。平成16年３

月31日現在の販売店に対する貸出未実行残高は１兆812億円である。 

 

(７) 保証 

トヨタは、販売店の要請に応じて販売店と顧客との間に締結された割賦契約に係る割賦債務の顧客

による支払いに関し保証を行っている。保証期間は平成16年３月31日現在において１ヶ月から35年に

渡っており、これは割賦債務の弁済期間と一致するように設定されているが、一般的に、製品の利用

可能期間よりも短い期間となっている。顧客が必要な支払を行わない場合には、トヨタに保証債務を

履行する義務が発生する。将来の潜在的保証支払額は、平成16年３月31日現在、最大で１兆352億円

である。トヨタは、保証債務の履行による損失の発生に備え未払費用を計上しており、平成16年３月

31日現在の残高は、44億円である。保証を履行した場合、トヨタは、保証の対象となった主たる債務

を負っているお客様から保証支払額を回収する権利を取得する。 
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(８) 契約上の債務および義務 

今後５年間における各年の満期別の金額を含む借入債務、キャピタル・リース債務、オペレーティ

ング・リース債務およびその他債務に関しては、連結財務諸表の注記13、22および23を参照。また、

トヨタはその通常業務の一環として、一定の原材料、部品およびサービスの購入に関して、仕入先と

長期契約を結ぶ場合がある。これらの契約は、一定数量または最低数量の購入を規定している場合が

ある。トヨタはかかる原材料またはサービスの安定供給を確保するためにこれらの契約を締結してい

る。 

次の表は、平成16年３月31日現在のトヨタの契約上の債務および商業上の契約債務を要約したもの

である。 

 

  金額：百万円 

   返済期限 

  

合計 １年以内 

１年から

３年 

４年から 

５年  ５年超 

契約上の債務：      

短期借入債務（注記13）      

借入金  806,508 806,508 - - -

コマーシャル・ 

ペーパー 

 

1,382,516 1,382,516 - - -

長期借入債務（注記13）  5,295,756 1,111,198 1,587,852 1,735,370 861,336

キャピタル・リース債務

 （注記13） 

 

76,705 13,997 26,569 13,714 22,425

解約不能オペレーティン

グ・リース債務 

（注記22） 

 

40,920 9,304 12,751 6,630 12,235

有形固定資産及びその他

の資産の購入に関する

 契約債務 （注記23） 

 

56,352 54,445 1,907 - -

      

合計  7,658,757 3,377,968 1,629,079 1,755,714 895,996

 

なお、平成16年３月31日現在、年金資産に関して翌期以降重要な拠出の予定はない。 
 

  金額：百万円 

   債務の満了期限 

  
合計 １年以内 

１年から 
３年 

４年から 
５年  

 
５年超 

商業上の契約債務（注記23）：          
通常の事業から生じる 
最大見込保証債務 

 
1,035,211 374,021 463,221 163,609  34,360

   
合計  1,035,211 374,021 463,221 163,609  34,360

 

(９) 関連当事者との取引 

トヨタは、関連会社と通常の業務上行う取引以外に、重要な関連当事者との取引を行っていない。

詳細については連結財務諸表の注記12を参照。 

 



ファイル名:022_0529900101607.doc 更新日時:2004/06/23 20:16 印刷日時:04/06/23 20:27 

― 43 ― 

(10) 廃棄自動車に関する法律 

平成12年９月に、欧州連合は加盟国に平成14年４月21日までに、以下を実施する法令を制定するこ

とを要求する指令を承認した。： 

・各自動車メーカーは平成14年７月１日より後に販売した自動車を対象に、廃棄自動車の回収

およびその後の解体とリサイクル費用のすべて、または多くの部分を負担する。平成19年１

月１日以降には、各自動車メーカーは平成14年７月１日以前に販売した自動車についてもか

かる費用を負担する。 

・各自動車メーカーは平成15年７月以降に販売される自動車に特定有害物質を使用してはなら

ない。 

・型式認証に関する指令の改正後３年以内に、型式認証されて市場に出される車両は車重の85%

がリユースとリサイクルが可能で、95%がリユースとリカバリーが可能でなければならない。 

・廃棄自動車に関しては、平成18年までに、車重の80%をリユースし85%をリカバリーする目標

を実際に達成しなければならず、平成27年までに、それぞれ85%と95%に引き上げられる。 

 

 詳細については、連結財務諸表の注記23を参照。 

 

(11) 重要な会計上の見積り 

トヨタの連結財務諸表は、米国において一般に公正妥当と認められる会計原則に基づき作成されて

いる。これらの連結財務諸表の作成にあたって、連結貸借対照表上の資産、負債の計上額、および連

結損益計算書上の収益、費用の計上額に影響を与える見積り、判断ならびに仮定を使用する必要があ

る。トヨタの重要な会計方針のうち、判断、見積りおよび仮定の割合が高いものは以下に挙げられて

いる。 

①製品保証 

トヨタは、製品における一定の製造およびその他の欠陥に対して保証している。製品保証は、

一定期間または使用方法に対して提供するものであり、製品の性質、販売地域およびその他の要

因により保証内容は異なる。いずれの製品保証も商慣習に沿ったものである。トヨタは、製品の

売上を認識する際に、売上原価の構成要素として見積製品保証費を引当金に計上する。この製品

保証引当金は、保証期間内に不具合が発生した部品を修理または交換する際に発生すると見積も

られる費用の総額を、販売時に最善の見積りに基づき計上するものであり、修理費用に関する現

在入手可能な情報はもとより、製品の不具合に関する過去の経験を基礎として金額を見積もって

いる。製品保証引当金の見積りには、仕入先に対する補償請求により回収できる金額の見積りも

反映している。このように、製品保証引当金の計算には重要な見積りが必要となること、また、

一部の製品保証は何年も継続するものであることから、この計算は本質的に不確実性を内包して

いる。したがって、実際の製品保証費は見積りと異なることがあり、製品保証引当金を追加計上

する必要が生じる可能性がある。これらの要因によりトヨタの製品保証費が大幅に増加した場合、

将来の自動車事業の業績に悪影響を与える可能性がある。 
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②貸倒引当金および金融損失引当金 

トヨタのセールス・ファイナンスおよびファイナンス・リース債権は、乗用車および商用車に

より担保されている分割払い小売販売契約からなる。回収可能性リスクは、お客様もしくは販売

店の支払不能や、担保価値（売却費用控除後）が債権の帳簿価額を下回る場合を含んでいる。ト

ヨタの会計方針として貸倒引当金および金融損失引当金を計上しており、この引当金は、金融債

権、売掛債権およびその他債権の各ポートフォリオの減損金額に対するトヨタのマネジメントに

よる見積りを反映している。貸倒引当金および金融損失引当金は、信用リスクの評価プロセスの

一環として行われている体系的かつ継続的なレビューおよび評価、過去の損失の実績、ポートフ

ォリオの規模および構成、現在の経済的な事象および状況、担保物の見積公正価値およびその充

分性、ならびにその他の関連する要因に基づき算定されている。この評価は性質上判断を要する

ものであり、重要な変動の可能性のある将来期待受取キャッシュ・フローの金額およびタイミン

グを含め、重要な見積りを必要とするものである。トヨタのマネジメントは、現在入手可能な情

報に基づき、貸倒引当金および金融損失引当金は充分であると考えているが、(ⅰ)資産の減損に

関するマネジメントの見積りまたは仮定の変更、(ⅱ)将来の期待キャッシュ・フローの変化を示

す情報の入手、または(ⅲ)経済およびその他の事象または状況の変化により、追加の引当金が必

要となってくる可能性がある。新車の価格を押し下げる効果をもつセールス・インセンティブが

販売プロモーションの重要な構成要素であり続ける限り、中古車の再販価格およびそれに伴うセ

ールス・ファイナンスならびにファイナンス・リース債権の担保価値は更なる引下げの圧力を受

ける可能性がある。これらの要因によりトヨタの貸倒引当金および金融損失引当金を大幅に増加

させる必要が生じた場合、将来の金融事業の業績に悪影響を与える可能性がある。これらの引当

金のうち、トヨタの業績に対してより大きな影響を与える金融損失引当金のレベルは、主に損失

発生頻度と損失程度の２つの要因により影響を受ける。トヨタは、金融損失引当金を評価する目

的で、金融損失に対するエクスポージャーを「お客様」と「販売店」という２つの基本的なカテ

ゴリーに分類する。トヨタの顧客ポートフォリオは比較的少額の残高を持つ同質の小売債権およ

びリース資産から構成されており、販売店ローンは卸売金融およびその他の販売店融資に関連し

たローンである。金融損失引当金は少なくとも四半期ごとに見直しを行っており、その際には、

引当金残高が将来発生する可能性のある損失をカバーするために充分な残高を有しているかどう

かを判断するために、様々な仮定や要素を考慮している。 

 

（感応度分析） 

トヨタの業績に重大な影響を与える金融損失の程度は、主に発生の頻度、損失の重要性とい

う２つの要素の影響を受ける。金融損失引当金は様々な仮定および要素を考慮して少なくとも四

半期ごとに評価されており、発生しうる損失を十分カバーするかどうか判断している。次の表は、

トヨタが金融損失引当金を見積るにあたり、重要な見積りの一つであると考えている、予想損失

程度の仮定の変化を示したものであり、他のすべての条件は一定とみなしている。金融損失引当

金がトヨタの金融事業に対して与える影響は重要であり、予想損失程度の仮定の変化に伴う金融

損失引当金の変動が金融事業に与える影響を示している。 
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 金額：百万円 

 平成16年３月31日現在 

の金融損失引当金 

に与える影響 

  

見積り損失程度の10%の上昇 6,161 

 

③オペレーティング・リースに対する投資 

トヨタが賃貸人となっているオペレーティング・リース用車両は、取得価額で計上し、その

見積耐用年数にわたって見積残存価額になるまで定額法で減価償却している。トヨタは、これら

の車両に関して、業界の公開情報および自社の過去実績に基づき見積残存価額を計算している。

残存価額の下落を示す事象が発生した場合には、リース車両の帳簿価額の回収可能性について減

損の有無を評価し、減損が認められた場合には、残価損失引当金を計上している。近年において、

主に中古車の供給が増加したことにより市場価格が下落し、返還された自動車の再販価値が下が

った。また、新車の価格を押し下げる効果をもつセールス・インセンティブが販売プロモーショ

ンの重要な構成要素であり続ける限り、中古車の再販価格およびそれに伴うリース車両の公正価

値は更なる引下げの圧力を受ける可能性がある。中古車の再販価格が下がれば、見積残存価額を

減少させるための追加的な費用計上により、将来の金融事業の業績に悪影響を及ぼすと考えられ

る。 

 

（感応度分析） 

次の表は、残価損失引当金の見積りにあたり、トヨタが重要な見積りの一つであると考えて

いる、車両返却率の仮定の変化を示したものであり、他のすべての条件は一定とみなしている。

残価損失引当金がトヨタの金融事業に対して与える影響は重要であり、車両返却率の仮定の変化

に伴う残価損失引当金の変動が金融事業に与える影響を示している。 
 

  金額：百万円 

  平成16年３月31日現在 

の残価損失引当金 

に与える影響 

   

車両返却率の５%の上昇  846 

 

④長期性資産の減損 

トヨタは必要に応じて、のれんおよびその他の無形資産を含む、使用中の長期性資産および処

分予定の長期性資産の帳簿価額を定期的にレビューしている。このレビューは、将来の見積キャ

ッシュ・フローをもとに行っている。長期性資産の帳簿価額に減損が生じていると判断した場合、

当該資産の帳簿価額が公正価値を超える金額を減損として計上する。マネジメントは、その将来

の見積キャッシュ・フローおよび公正価値の算定は合理的に行われているものと考えているが、

キャッシュ・フローや公正価値の見積りを修正した場合には、評価の結果が変わり、将来の自動

車事業の業績が悪影響を受ける可能性がある。 
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⑤退職給付費用 

退職給付費用および退職給付引当金の計算は、割引率、発生した給付額、利息費用、年金資

産の期待収益率、死亡率などの要素が含まれている。これらの仮定と実際の結果との差額は累計

され、将来の会計期間にわたって償却するため、原則として将来の会計期間に費用化され債務認

識される。トヨタのマネジメントは、使用した仮定は妥当なものと考えているが、実績との差異

または仮定自体の変更により、トヨタの年金費用および債務に影響を与える可能性がある。 

 

（感応度分析） 

次の表は、退職給付引当金の見積りにあたり、トヨタが重要な見積りであると考えている、

割引率と年金資産の期待収益率の仮定の変化を示したものであり、他のすべての条件は一定とみ

なして計算している。 

 金額：百万円 

 平成17年３月31日 

に終了する連結会計年度

の税金等調整前 

当期純利益への影響 

平成16年３月31日現在 

の予測給付債務へ 

の影響 

割引率 
  

0.5%の減少 △ 1,257 154,996 

0.5%の増加   2,295 △ 154,996 

期待収益率 
  

0.5%の減少 △ 5,249 － 

0.5%の増加 5,249 － 

 

⑥公正価値計上のデリバティブ等の契約 

トヨタは、通常の業務の過程において、為替および金利変動に対するエクスポージャーを管

理するために、デリバティブ金融商品を利用している。デリバティブ金融商品の会計処理は複雑

なものであり、かつ継続的に改訂される。また、市場価格がない場合、公正価値の算定には多く

の判断および見積りが必要となる。これらの見積りは、それぞれの場合に照らして妥当と思われ

る評価方法に基づいているが、異なる仮定を用いることにより見積公正価値が大きく変化するこ

とがある。 

 

⑦市場性ある有価証券 

トヨタは、投資の公正価値が帳簿価額を下回り、かつその下落が一時的ではない場合、その

帳簿価額を実現可能価額まで減損する処理を会計方針として採用している。価値の下落が一時的

かどうかを判断する際には、トヨタは帳簿価額を下回った期間の長さおよび下落幅、当該会社の

財務状況および将来の展望、ならびにトヨタが当該会社の株式を公正価値が回復するまで保有す

る能力と意思の有無を考慮する。 

 




